
業繰入金（包括的支援事業・任意事業 457 463 △6

差引一般財源 486 463 23

　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度
 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初要求額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２４年度  介護保険特別会計 予算見積 事業別概要書（当初）
3. 地域支援事業費 1. 介護給付等費用適正化事業

3. 包括支援事業・任意事業費

2. 任意事業費 高齢者福祉課

（佐倉市）　　

0

平成24年度 0

経常 補助 2,314 0 0
平成25年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

国庫支出金 県支出金 繰入金

1,828 2,314 914 457 457 486

介護保険課と協働し、介護保険在宅サービスの中心とな ケアプランのチェック指導や介護給付通知等によって、 介護サービスの適正運用、サービスの質的向上、維持を

る介護支援専門員によるケアプランの作成状況を調査確認し、必要に応 介護サービスの適正運用、サービスの質的向上を目指す。 図ることによって、被保険者、利用者の保険事業に対する信頼を得ると

じて改善指導を行う。また、介護保険サービスの利用状況を利用者本人 ともに、給付の抑制化に資することが期待できる。

に通知することによって、不正請求等を防止し、介護給付の適正な運用

を図る。

利用者やサービス提供事業者の増加、介護サービ

ス等制度の複雑化が進んでおり、指導チェックする対象事業者も増え続

けている。

07 1,294 1,294 0

11 220 220 0

12 800 800 0

04 02 02 01 01 00 地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業 914 926 △12

06 02 02 01 01 00 地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業 457 462 △5

08 01 03 01 01 00 地域支援事


